
 

第１7 回統計品質改善会議 

議事次第 

 

 

日 時：令和７年7 月２5 日（金） 1５:３0～1６:３０（予定） 

場 所：合同庁舎２号館１４階 情報政策本部会議室ＡＢ 

参加者：［対面］美添座長、芦谷委員、西郷委員、鈴木委員、舟岡委員 

［オンライン］川崎委員、土屋委員、樋田委員、廣瀬委員、 

元山委員 

※ご欠席 荒木委員、高部委員 

 

議 題：１．「国土交通省統計改革プラン」の改定に向けて（骨子） 

      ２．建設工事統計調査の見直し 

       

  

 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―  

 

 

資 料：１．「国土交通省統計改革プラン」の改定に向けて（骨子） 

    ２．建設工事統計調査の見直し 

    

 

 



     

 

 

「国土交通省統計改革プラン」の改定に向けた骨子案 

 

 

第１章 はじめに 

    ・現行プランの策定の経緯 

    ・現行プランの改定に向けて 

    ・基本原則 

１．統計改革プランの意義 

   ・経済社会における統計の役割 

   ・所管統計の安定的な作成、提供に必要な取組事項の提示 

２．統計改革プランに基づく継続的な改善の必要性 

   ・統計事案へのおおむねの対処 

   ・現行プランに基づく統計改革の実施の重要性 

   ・今後の重点事項の整理と統計改革の方向性の必要性 

 

 

第２章 「第Ⅱ期 統計改革プラン」の基本的な考え方 

    ・経済社会情勢を的確に把握できる統計 

    ・より使われる統計 

    ・効率的な統計作成プロセス 

１．これまでの主な取組 

(1) 不適切処理の問題点と原因 

(2) 再発防止策 

２．主な達成状況 

３．今後の取組に向けた基本的な考え方 

    ・現行の統計調査の必要な見直し 

    ・既存情報の把握とその活用 

    ・生成 AI 等の手法の活用と付加価値のある統計データの提供 

  

資料１ 



     

 

第３章 具体的な取組の内容 

１．重点分野 

［統計 DX］ 

［オンライン回答率の向上］ 

［既存情報の活用］ 

［業務マニュアルの改善］ 

［統計人材の育成、統計リテラシーの向上］ 

２．個別分野 

(1) 統計部局の組織体制の充実 

［組織体制］ 

［人材育成］ 

［統計プロセスの合理化・効率化］ 

［問題発見と解決を奨励する組織風土づくり］ 

(2) 「開かれ、使われ、改善し続ける統計」への改革 

［開かれた統計への転換］ 

［使われる統計への転換］ 

［改善し続ける統計への転換］ 

(3) 公文書管理 

    ・統計プロセスの変更等の際における着実な実施 

 

第４章 終わりに 

    ・統計改革の具体的な推進策としての位置付け 

    ・統計品質改善会議への実施状況の報告 

    ・統計改革を通じた政策形成の推進への貢献 

 

 

添付資料 統計品質改善会議 構成員 

 

 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設工事統計調査の見直し

令和７年７月２５日（金）

資料２



建設工事統計調査のデータ整備の主な変遷

• 建設工事の金額等を調査している統計調査として建設工事統計調査（建設
工事受注動態統計調査と建設工事施工統計調査）があり、昭和30年（1955
年）から実施している。

• 建設工事統計調査では、建設工事の開始時点（受注動態統計調査）と終了
時点（施工統計調査）の２時点において金額等を把握しており、この大きな調
査方針は、現在も同じである。

• 建設工事受注動態統計調査では、調査対象となる建設業者の契約金額（受
注高）等を抽出して調べているが、調査本数や業者の抽出方法は1955年以
降変遷してきており、現行の調査設計は平成12年（2000年）から採用してい
る。

• 建設工事施工統計調査では、建設工事の終了時点の金額（売上高（完成工
事高））等を調べている。また、建設業許可業者全体（約47万事業者）を母集
団とする調査設計であり、昭和30年（1955年）から変っていない。
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建設工事統計調査のデータ整備の主な変遷

• 建設工事の開始時点の金額（工事費、受注高）等を調べる統計調査は、昭和
30年（1955年）から「建設工事着工統計調査」が開始されたことに始まる。

• 昭和30年（1955年）からは公的機関が発注する工事を対象とする調査、昭和
34年（1959年）からは大手ゼネコンを対象とする調査、昭和44年（1969年）か
らは民間土木工事を対象とする調査、昭和49年（1974年）からは都道府県の
一定規模以上の工事を施工する建設企業を対象とする調査を実施してきて
いる。

• 平成12年（2000年）にはこれらの調査を一本化して建設工事受注動態統計と
したが、以前は調査本数が多く、調査内容や変遷を容易に把握し難いものと
なっている。

• また、調査の一本化に加え、これまでは総合建設業のような「元請」の受注高
のある業者を調査対象としていたが、「下請」の受注高が多い業者や「下請」
だけの業者も含めて建設業全体としての業者の活動を把握する観点から調
査設計が行われている。
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建設工事統計調査のデータ整備 （データの保存）

• 現在の建設工事統計調査のデータの保存ルールは、以下の省令のよ
うに電子データは永年保存することなどを規定しているが、従前は永年
保存の義務がなかったため、データの承継を完全に行うことはできない。

【建設工事統計調査規則第14条】
調査票並びに前条に規定する集計結果（この条において「関係書類」
と総称する。）を二年間保存しなければならない。ただし、関係書類が電
磁的記録で作成されている場合には、当該電磁的記録を永年保存しな
ければならない。
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本日の会議では、建設工事統計調査の変遷を踏まえつつ、調査対象の範
囲の見直しの視点のほか、公表する情報の整理のあり方等についてご議論
をお願いしたい。



建設工事統計調査のデータ整備 （参考）

わが国の建設統計は、明治30年代（1897年頃）の初期に当時の内務省、商工省等で

部分的に作成されていたが、それは主として行政上の必要から行われた業務調査にとど

まり、建設業務全般の実態を体系的に把握するには不充分であった。

このうち、建築に関する統計調査は、一部は昭和初期あたりから整え始めた。

その後、戦後になって、建築調査令(昭和20年（1945年）12月)等による建築統計、統計

法(昭和22年（1947年）３月)による指定統計第４号の宅地制度調査(同年７月)、同法によ

る指定統計第14号の住宅統計調査(昭和23年（1948年）10月以来、５年ごとに総理府)、

臨時物資需給調整法（昭和22年（1947年）３月)による建築資材等の調査が行われた。昭

和23（1948年）年７月に建設省が発足し、昭和25年（1950年）４月に建築着工統計が指定

統計第32号として確立され、建築関係の統計分野は整えられた。

一方、土木部門を主体とする建設工事の統計は、従来、建設省の行政資料として、所

管事業についての集録である建設業務統計(昭和23年度（1948年度）)があっただけで

あって、これだけでは建設工事全体の実態を知ることができない実状にあった。

昭和30年（1955年）10月、指定統計第84号として建設工事統計が施行され、建設統計

として体系づけられた。以後、現在まで幾多の改正と整備が行われ、現在の建設工事統

計が確立され、建築統計とあいまって、建設統計の根幹 として整備された。

建設統計月報（昭和５１年１２月号、出版：建設物価調査会）より引用（下線は本資料にて追加）
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建設工事受注動態統計調査の主な変遷

受注 公共工事着工 民間土木工事
1950 s25
1951 s26
1952 s27
1953 s28
1954 s29
1955 s30 ◎調査対象と事業所数：約56,000  （主たる事業所と従たる事業所、企業ごとではない）※1
1956 s31 ⑴建設業法上の登録を受けた知事登録業者の中で、前年の建設工事（建築工事を除く）の年間施工額が30万円以上の業者および全ての大臣登録業者
1957 s32 ⑵直営で建設工事を行う国、地方公共団体。公社・公団等の公共機関、土地改良区、農協、ガス事業者を対象
1958 s33 ・元請工事、直営工事（下請工事は調査しない）
1959 s34 建設工事受注A調査_1次調査（承認統計）※s34年4月～ ・民間発注工事を含めた建設工事のうち、建築着工統計の建築工事を除いた主として土木工事が調査対象
1960 s35 ・s34年4月～ ・1件あたりの工事費10万円以上の工事、工事ごとの調査
1961 s36 ・大手43社を対象に1次調査実施 ・約4分の1は調査員が実地調査して記入方法を指導し回収。残りは郵便回収。調査員が審査、都道府県で地方集計。
1962 s37 公共工事着工統計調査（指定統計）　※s35年4月～
1963 s38 建設工事受注A調査_2次調査（承認統計）※s38年4月～ s35年度調査の変更事項 ※s35に公共工事のみを対象とする公共工事着工統計に改編
1964 s39 ・s38年4月～ ・上記⑴において、年間施工額が100万円以上に変更 →民間土木工事の着工を対象とする統計が欠落（s35～s43）
1965 s40 ・大手83社（1次43社・2次40社）が対象 ・1件あたりの工事費50万円以上の工事
1966 s41 s42年度調査の変更事項
1967 s42 ◎調査事項： ・上記⑴において、年間施工額が200万円以上に変更
1968 s43 ①発注者別および工事種別の受注高 ◎調査対象と事業所数：s40年度末で45,325（うち調査票提出は40,380）
1969 s44 ②施工高および未消化工事高 公共工事着工統計調査（指定統計）　※s44年度～　月別 民間土木工事着工統計調査（承認統計）※s44年度～
1970 s45 ③大規模工事（1件あたり受注高1億円以上の工事） ★標本抽出調査法によるため、回収もれが非常に少なく精度が向上 ・工事種類別（s44年度～）
1971 s46
1972 s47 ◎工事種類： s54年度調査の変更事項 ◎調査対象
1973 s48 s34年4月～：3分類_建築・土木およびその他(電線路その他) ・1件あたりの工事費100万円以上の工事 公共工事着工統計調査に付帯して行われるもの。
1974 s49 s51年4月～建築・土木の2分類　＊その他は土木へ 建設工事受注B調査（承認統計）※s49年4月～ 同調査のなかから、民間土木工事を施工するものと思われる業種
1975 s50 ◎調査対象（h5年3月まで）：465社 （一般土木建築、土木、ほ装、しゅんせつ、とび、土工、鉄骨鉄筋、
1976 s51 ①資本金1億円以下の建設大臣許可業者であり、各都道府県の工事 塗装、電気、電気通信、管、さく井等の各工事）の建設業者を選び調査。
1977 s52 　施工規模上位の5社
1978 s53 ②各都道府県の知事許可業者のうち工事施工規模上位の5社
1979 s54 　＊いずれも沖縄県を除く
1980 s55
1981 s56 ③大規模工事（1件あたり受注高2億円以上の工事） ◎調査事項
1982 s57 ①発注者別および工事種類別の受注高
1983 s58 ②施工高および未消化工事高
1984 s59 ③元請及び下請別受注高
1985 s60 建設工事受注A調査：大手50社（承認統計）※s60年4月～ ・発注者別（s60年度～）
1986 s61 ◎調査対象と事業所数：建設業法の許可業者の大手50社 ◎調査対象と事業所数（h5年4月～）：470社※対象業者見直しで5社追加
1987 s62 ・対象業者83社→50社に縮減 →工事施工規模が上位の10社を抽出
1988 s63 　＊B調査はh13年3月の調査をもって終了
1989 h元 ③大規模工事（1件あたり受注高10億円以上の工事）
1990 h2
1991 h3
1992 h4
1993 h5
1994 h6
1995 h7
1996 h8
1997 h9
1998 h10

1999 h11 平成12年度限りで廃止
2000 h12 建設工事受注動態統計調査：大手50社（指定統計） 建設工事受注動態統計調査（指定統計）

大手50社
受注

建設工事着工統計調査（指定統計）※s30年11月～s35年1-3月分　四半期ごと

現在の「建設工事受注動態統計調査」は平成12年度（2000年度）から実施しており、その前は、①公的機関が発注す工事、②大手ゼ
ネコンを対象とする調査、③民間土木工事を対象とする調査、④都道府県の一定規模以上工事を施工する建設企業を対象とする調査
等に分かれていた。

S34～
大手ゼネコン

S49～
都道府県の
一定規模以上

S30～ 公的機関

S44～ 民間土木工事

平成12年～現行の建設工事受注動態統計調査に一本化

5


